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は じ め に 

 

国立市の用途地域等に関する指定方針及び指定基準は、用途地域に関する都市計画

決定権者が東京都から市へ権限移譲（平成 24 年４月）されたことに合わせて策定し

たものである。 

その後、東京都では、都市づくりの基本的な方針と具体的な方策を示す「都市づく

りのグランドデザイン」の策定(平成 29 年９月)及び東京都都市計画審議会からの「東

京における土地利用に関する基本方針について」の答申(平成 30 年２月)、さらに、

国における田園住居地域の創設(平成 29 年５月)などを踏まえ、都の用途地域等に関

する指定方針及び指定基準の策定(令和元年 10 月)をおこなっている。 

一方、国立市では、『第五期基本構想』に掲げる目標「学び挑戦し続けるまち」「と

もに歩み続けるまち」「培い育み続けるまち」「文教都市くにたち」を実現するため、

“ひとにやさしいまちづくり”を基本理念として、都市計画マスタープランの第２次

改訂（平成 30 年６月）をおこなっている。 

このような経緯や情勢の変化を受け、都市づくりを進めていくために市の用途地域

等に関する指定方針及び指定基準の改定をするものである。 

今後、市においては、都市計画マスタープラン等で示す都市像の実現に向けた土地

利用を推進するため、この指定方針及び指定基準に基づき、適切に用途地域等の指定

等を行うものとする。 
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Ⅰ 用途地域等に関する指定方針 

現況の土地利用を踏まえ、住環境の保全や商業、業務地の活性化を図り、文教都

市にふさわしい調和のとれたまちづくりを形成するため、地域地区に係る指定方針

を次のように定める。 

 

１．用途地域等に関する指定方針 

目指すべき市街地像を実現するため、「国立市都市計画マスタープラン」の土

地利用の誘導方針に示されている各ゾーンの特性に応じた土地利用を推進し、適

切に用途地域を指定する。 

（１）落ち着きのある低層住宅ゾーン 

    戸建て住宅中心の良好な低層住宅地では、市民の協力を得て宅地内の緑を増

進するとともに、安心でき落ち着きのある住環境の維持・形成を図る。 

    大学通り沿道の住宅地については、緑地帯の樹木と建物が一体となった美し

い街並みを維持するため、景観に配慮した連続する街並みの保全を図る。 

 （２）緑豊かな低層住宅ゾーン 

    崖線の緑や水路、農地及び屋敷林などの緑が多い地域では、秩序のある宅地

化や道路等の都市基盤整備を推進することで、自然環境と調和した、安全・安

心かつ快適でゆとりのある住環境の形成を図る。 

（３）街並みに調和した中層住宅ゾーン 

都市基盤整備が整い、整然とした街区が形成されている中層住宅地では、既

存の緑豊かな住環境を保全するとともに、身近な緑の創出、オープンスペース

の確保等を推進し、防災性の向上と周囲に調和した街並みの維持・整備を図る。 

（４）沿道の中層住宅ゾーン 

幹線道路沿道の中層住宅地では、都市計画道路の整備にあわせた土地の有効

活用や、沿道建物の不燃化等を促進することで、快適で便利な住宅地としての

付加価値及び防災性の向上に配慮した住環境の形成を図る。 

（５）環境に配慮した魅力ある団地ゾーン 

富士見台地域の都営、ＵＲ都市機構の団地等の集合住宅が多く立地する区域

では、東京都やＵＲ都市機構等による団地の再生に向けた取組みとの連携のも

と、市内外から若者・子育て世代を呼び込むとともに、高齢者が安心して暮ら

すことができるよう、地域包括ケアシステムの実現に向けたまちづくりに取り

組み、良好な住環境の形成を図る。 

さらに、身近な緑の創出、オープンスペースの確保等を積極的に推進し、環

境に配慮した魅力ある街並みの整備を図る。 

（６）魅力ある商業ゾーン 

国立駅周辺の商業地は、国立の中心となる都市拠点として、商業・サービス

機能や公共公益機能、文化芸術・交流機能等の多様な都市機能の利便増進や回

遊性の向上を図るとともに、旧国立駅舎の再築・活用等によって、市内外から

より多くの人々が集い・行き交う、にぎわいの場づくりを推進する。 

谷保駅及び矢川駅周辺部に広がる既存の商業地は、住民の日常生活を支える

地域拠点として、新たなにぎわいの創出による既存商店街の活性化と住民サー

ビスの需要に対応できるよう土地利用等の誘導を図るとともに、商業・サービ

ス機能の向上を図る。 
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（７）沿道の商業ゾーン 

幹線道路沿道の商業地では、沿道の緑の形成や円滑で安全な歩行空間の確保

に十分配慮しつつ、その立地特性を活かした商業・サービス機能等の集積を促

進し、利便性の高い商業地として有効利用を図る。 

（８）景観に配慮した住宅・商業複合ゾーン 

谷保駅南地域及び矢川駅南地域は、住宅地と地域に密着した商業や業務施設

が立地する住宅・商業複合地として位置づけ、景観に配慮した南部地域の玄関

口にふさわしい土地利用の誘導を図る。 

（９）環境に配慮した住工共存ゾーン 

青柳地区及び崖線南側地区の多摩川沿いの地区は、住宅地と工業・業務地が

混在した地区である。そのため、地区計画等を活用し、既存の住環境に配慮し

た土地利用の誘導や沿道の緑化等を行うことで、住宅地と工業・業務地が共存

する良好な市街地環境の形成を図る。 

（10）環境に配慮した業務ゾーン 

中央自動車道・国立府中インターチェンジ周辺地区は、広域交通の要衝とい

う立地特性を活かしながら、地権者の意向や農地の保全にも配慮しつつ、近隣

の住環境・自然環境との調和を図る。 

 

２．その他の地域地区に関する指定方針 

特別用途地区、高度地区、防火地域及び準防火地域、生産緑地地区、緑化地域

並びにその他の地域地区を有効に活用し、良好な街並み景観の形成、防火性の向

上など地域の特性を生かして目標とする市街地像への誘導を図る。 

（１）特別用途地区 

現況の土地利用を踏まえ、地区周辺との調和を図りつつ各地区の特性に応じ

た適正な土地利用を促進するため、必要に応じて指定する。なお、次に掲げる

地区については、それぞれ以下の方針による。 

① 特別工業地区 

  工業系用途地域が指定されている区域のうち、公害を防止する必要がある区

域や住工混在地域で産業を保護、育成すべき区域等に指定する。 

また、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域に指定されている区

域のうち、住工の共存を図るため、住環境を保護しつつ産業等を育成すべき区

域等に指定する。 

② 文教地区 

学校その他の教育文化施設に係る良好な環境の保護又は住宅地の良好な文教

的環境の保護を図るため、主として住居系用途地域に指定する。 

（２）高度地区 

住環境の保護や良好な都市景観の形成を図るため、基本となる用途地域との

整合に留意し、それぞれの市街地の特性に応じて高度地区を指定する。 

なお、土地の高度利用を図る観点から、４００％以上の容積率が指定された

区域については、斜線制限型高度地区は指定しないものとする。ただし、路線

式指定の区域で、特に住環境の保護を図る必要がある場合は指定することがで

きる。 

（３）防火地域及び準防火地域 

防災上の観点から、建蔽率５０％以上の地区は準防火地域、容積率４００％
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以上の地区は防火地域を指定する。 

（４）生産緑地地区 

農地等を計画的かつ永続的に保全し、良好な都市環境の形成に資するため、

積極的に指定する。 

（５）緑化地域 

市街化の進展により緑の減少が続く状況において、あらゆる場所に新たな緑

を創出し快適な都市空間の形成を図るため、市街地の大半を占める建築物の敷

地の緑化を積極的に推進する必要がある場合には、適宜適切に市街化区域の一

部又は全域を対象に緑化地域を指定することができる。 

（６）その他の地域地区 

それぞれの地域特性を十分検討することにより、適時適切に定める。 

 

３．留意すべき事項 

 （１）用途地域等の適時適切な見直し 

市街地の機能更新等を効果的かつ円滑に進めるため、都市計画事業等の進捗

に応じ、適時適切に用途地域等の見直しを行う。 

① 市街地再開発事業等面的な都市計画事業を行う場合は、事業の都市計画決

定と合わせ用途地域等の変更を行う。 

② 土地区画整理事業の施行区域にあっては、原則として仮換地指定以降に用

途地域等の変更を行うこととし、区域の一部に仮換地指定がなされた場合は、

誘導容積型地区計画と合わせて、用途地域等の変更を行うものとする。 

③ 都市計画道路等の整備に伴う用途地域等の変更は、供用開始の時期等を捉

え、適切に見直しを行うとともに、誘導容積型地区計画を有効に活用してい

く。 

 （２）地区計画の原則化 

① 用途地域等の変更に当たっては、都市機能の更新、住環境の保全、住宅の

質の向上、みどりの保全・創出など地区の課題にきめ細かく対応し、地域の

特性に応じた目指すべき市街地像を実現するため、必要な事項を原則として

地区計画に定める。 

② みどりの保全・創出については、地域の特性に応じ、厚みとつながりのあ

るみどりの充実やみどりの量的底上げ、質の向上を図るための地区施設の配

置や緑化率の設定などについても考慮するものとする。 

③ 容積率及び建蔽率の低減や、地形地物による用途地域の変更など、市街地

環境に及ぼす影響が想定されない場合は地区計画を定めないことができる。 

（３）区域の境界線等 

① 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専

用地域又は第二種中高層住居専用地域と、商業地域とは、原則として相互に

接して指定しないものとする。 

② 住居系用途地域と路線式商業系用途地域が隣接する場合など、隣接する用

途地域相互の容積率の差が過大にならないよう配慮して設定する。 

③ 用途地域等の区域の境界線は、道路、鉄道、河川その他の地形地物等土地

の範囲を明示するために適当なものを境界線とする。ただし、幹線道路沿道

など地域の特性によりこれにより難い場合は、路線式指定とすることができ

る。なお、地形地物等により難い場合は、市街地再開発事業境界、行政界な
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どを境界線とすることができる。 

 （４）標準面積及び路線式指定の区域 

① 用途地域等の最小標準面積は、指定基準に示された数値を原則とするが、

都市計画事業や、特別用途地区、地区計画等により計画的な市街地の整備を

図る区域、比較的規模の大きい供給処理施設等の公共施設の区域については、

指定基準の数値によらないことができる。 

② 用途地域等を路線式指定とする場合、原則として、その区域の幅は道路境

界線より２０ｍとする。ただし、おおむね１５ｍ以上の幅員を有する道路沿

いの区域を路線式指定とする場合は、延焼遮断帯形成など土地利用の目標、

地域の特性及び周辺の土地利用等を勘案し、その区域の幅は道路境界線より

３０ｍとすることができる。 
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Ⅱ 用途地域等に関する指定基準 

１．用途地域等に関する指定基準 

（１） 第一種低層住居専用地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

低層住宅に係る良好な住居の環境を保護す

るため定める地域 

ア 良好な低層住宅地として、その環境を保

護する区域 

イ 土地区画整理事業その他の市街地開発事

業等により低層住宅地として、面的な市街

地整備を図る区域 

 

② 建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のと

おりとする。ただし、これにより難い区域は

建蔽率３０％、容積率５０％とする。 

 

 

③ 外壁の後退距離 

外壁の後退距離は、必要な区域について１．

５ｍ又は１ｍに指定する。ただし、地区計画

により異なる数値を定めることができる。 

 

④ 敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は、必要な区域につい

て積極的に指定する。 

 

⑤ 高度地区 

原則として、第一種高度地区に指定する。

ただし、容積率１５０％以上の区域について

は、第２種高度地区に指定することができる。 

 

⑥ 防火地域及び準防火地域 

 建蔽率５０％以上の区域は、準防火地域に

指定する。ただし、公共施設の整備された区

域で延焼のおそれの低い区域については、こ

の限りでない。 

 また、延焼の防止を図る必要のある区域に

ついては、建蔽率４０％の区域についても指

定することができる。 

 

  

⑦ 建築物の高さの最高限度 

 建築物の高さの最高限度は、１０ｍ又は１

２ｍに指定する。 

 

⑧ 規模 

 おおむね５ｈａ以上とし、形状は整形とす

る。ただし、第二種低層住居専用地域と隣接

する区域又は地区計画等による区域は、この

限りでない。 

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域

の選定はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

⑨ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

 用途地域の変更を行う場合は、良好な住環

境を維持するため、原則として敷地面積の最

低限度を定めることとする。 

 また、区域の道路等公共施設の整備水準に

応じて、壁面の位置、容積率の最高限度など

に関する事項を定める。特に低層住宅地の環

境に配慮が必要な場合は、環境形成型地区計

画を定めることとする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 

建築物の高さの最高限度 

ｍ 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注２） 

① 環境良好な一般的な低層住宅地とし

て将来ともその環境を保護すべき区域 

４０ ８０ １０  

５０ １００  敷 

② 農地等が多く、道路等の都市基盤が

未整備な区域及び良好な樹林地等の保

全を図る区域 

３０ ６０ １０  

４０    

③ 地区計画、耕地整理事業等により道

路等がある程度整備されている区域

で、区画道路率がおおむね１６％未満

の区域 

４０ ８０ １０  

    

    

④ 地区計画、耕地整理事業等により道

路等がある程度整備されている区域

で、区画道路率がおおむね１６％以上

の区域 

４０ ８０ １０  

５０ １００  敷 

６０ １５０ １０ 環 

  １２  

⑤ 上記③の区域にあって、用途地域又

は地区計画等において、敷地規模及び

壁面の位置、敷地内の道路沿いの壁面

後退部分の緑化に関する事項など住宅

地の環境の向上に寄与する事項が定め

られた区域 

５０ １００ １０ 敷・壁 

６０ １５０ １０ 環・容 

  １２  

    

⑥ 土地区画整理事業の完了した区域若

しくは仮換地指定（仮換地未指定の区

域を含めて誘導容積型地区計画をかけ

る場合は、当該区域を含む。） が行わ

れた区域又は道路等の公共施設が整備

された区域 

５０ １００ １０ 敷 

６０ １５０ １０ 敷・壁 

  １２  

６０ ２００  環 

 

（注１） 日影による中高層建築物の高さの限度については、「東京都日影による中高層建築物の高さ

の制限に関する条例（昭和 53 年東京都条例第 63 号）」に基づくものとする（商業地域を除く。

以降同様）。 

（注２） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で

導入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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（２） 第二種低層住居専用地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

主として低層住宅地に係る良好な住居の環

境を保護するため定める地域 

ア 良好な低層住宅地の環境を保護しつつ、

日用品販売店舗等の利便施設等が立地して

いる区域又は計画的に立地を図る区域 

イ 主要な生活道路沿いの区域で、良好な低

層住宅地の環境を保護する区域 

 

② 建蔽率と容積率の組合せ 

  建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のと

おりとする。 

 

③ 外壁の後退距離 

 外壁の後退距離は、必要な区域について１．

５ｍ又は１ｍに指定する。ただし、地区計画

により異なる数値を定めることができる。 

 

④ 敷地面積の最低限度 

 敷地面積の最低限度は、必要な区域につい

て積極的に指定する。 

 

⑤ 高度地区 

原則として、第一種高度地区に指定する。

ただし、容積率１５０％以上の区域について

は、第２種高度地区に指定することができる。 

 

⑥ 防火地域及び準防火地域 

 建蔽率５０％以上の区域は、準防火地域に

指定する。ただし、公共施設の整備された区

域で延焼のおそれの低い区域については、こ

の限りでない。 

 また、延焼の防止を図る必要のある区域に

ついては、建蔽率４０％の区域についても指

定することができる。 

 

  

⑦ 建築物の高さの最高限度 

 建築物の高さの最高限度は、１０ｍ又は１２

ｍに指定する。 

 

⑧ 規模 

おおむね１ｈａ以上とし、形状は整形とする。

ただし、第一種低層住居専用地域と隣接する区

域又は路線式指定とする区域は、この限りでな

い。 

 

⑨ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

 用途地域の変更を行う場合は、良好な住環境

を維持するため、原則として敷地面積の最低限

度を定めることとする。 

 また、区域の道路等公共施設の整備水準に応

じて、壁面の位置、容積率の最高限度などに関

する事項を定める。特に低層住宅地の環境に配

慮が必要な場合は、環境形成型地区計画を定め

ることとする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 

建築物の高さの最高限度 

ｍ 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 環境良好な低層住宅地で、小規模な店

舗等が立地している区域又は計画的な

立地を図る区域で、その環境を保護すべ

き区域 

４０ ８０ １０  

５０ １００  敷 

    

    

② 環境良好な低層住宅地の主要な生活

道路沿いで、小規模な店舗等が立地して

いる区域又は計画的な立地を図る区域

で、その環境を保護すべき区域 

４０ ８０ １０  

５０ １００  敷 

    

    

③ 土地区画整理事業の完了した区域若

しくは仮換地指定（仮換地未指定の区域

を含めて誘導容積型地区計画をかける

場合は、当該区域を含む。）が行われた

区域又は道路等の公共施設が整備され

た区域であって、小規模な店舗等が立地

している区域又は計画的な立地を図る

区域で、その環境を保護する区域 

５０ １００ １０ 敷 

６０ １５０ １０ 敷・壁 

６０ ２００ １２ 環 

    

    

    

    

    

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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（３） 第一種中高層住居専用地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

 中高層住宅地に係る良好な住居の環境を保

護するため定める地域 

ア 良好な中高層住宅地として、その環境を

保護する区域 

イ 土地区画整理事業その他の市街地開発事

業等により道路、下水道、公園等が整備さ

れた区域で、住環境の保護を図りつつ住宅

を中高層化する区域 

  

② 容積率 

２００％以下とする。ただし、特に高度利用

を図ることが必要な区域は３００％とする。 

 

③ 建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとお

りとする。 

 

④ 敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は、必要な区域について

積極的に指定する。 

 

⑤ 高度地区 

ア 原則として、容積率２００％以下の区域

は第二種高度地区に指定し、容積率３０

０％の区域は第三種高度地区に指定する。

ただし、容積率１５０％以下の区域は第一

種高度地区に指定することができる。 

イ 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域

等は、住環境に配慮しつつ、絶対高さ制限を

定める高度地区に指定することができる。 

 

  

⑥ 防火地域及び準防火地域 

建蔽率５０％以上の区域は、準防火地域に指

定する。ただし、容積率２００％の区域で市街

地の安全性の向上を図る区域は、防火地域に指

定することができる。 

 

⑦ 規模 

おおむね３ｈａ以上とし、形状は整形とする。

ただし、第二種中高層住居専用地域と隣接する

区域又は路線式指定とする区域は、この限りで

ない。 

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域の

選定はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

⑧ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の変更を行う場合は、良好な中高層

住宅地としてその環境の整備を図るため、原則

として敷地面積の最低限度、壁面の位置などに

関する事項を定めるとともに、地区の環境の向

上に配慮して壁面後退部分の緑化などに関する

事項を定めることとする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 良好な中高層住宅地として、その環境を保護す

る区域又は開発、整備する区域 

４０ １００ 敷 

５０ １５０  

６０ ２００  

② 鉄道駅周辺の区域で、良好な中高層住宅地化を

図るべき区域 

５０ ２００ 敷、壁 

６０ ３００  

③ 学校、図書館、その他の教育施設、病院等の立

地を図る区域 

３０ １００  

４０ １５０  

５０ ２００  

６０   

④ 上記③の区域で、計画的に高度利用を図る区域 ５０ ３００  

６０   

⑤ 第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専

用地域を貫通する主要な道路沿いで、特に後背地

の良好な環境を保護する区域 

４０ １００ 敷 

５０ １５０  

６０ ２００  

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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（４） 第二種中高層住居専用地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

主として中高層住宅に係る良好な住居の環境

を保護するため定める地域 

ア 中規模な店舗等の立地を許容しつつ良好な

中高層住宅地の環境を保護する区域 

イ 土地区画整理事業その他の市街地開発事業

等により道路、下水道、公園等が整備された

区域で、住環境の保護を図りつつ住宅を中高

層化する区域 

ウ 第一種中高層住居専用地域等を貫通する主

要な道路沿いで、特に後背地の良好な住環境

を保護する区域 

 

② 容積率 

２００％以下とする。ただし、特に高度利用

を図ることが必要な区域は３００％とする。 

 

③ 建蔽率と容積率の組合せ 

 建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとお

りとする。 

 

④ 敷地面積の最低限度 

 敷地面積の最低限度は、必要な区域について

積極的に指定する。 

 

⑤ 高度地区  

ア 原則として、容積率２００％以下の区域は

第二種高度地区に指定し、容積率３００％の

区域は第三種高度地区に指定する。ただし、

容積率１５０％以下の区域は第一種高度地

区に指定することができる。 

イ 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域

等は、住環境に配慮しつつ、絶対高さ制限を

定める高度地区に指定することができる。 

 

  

⑥ 防火地域及び準防火地域 

建蔽率５０％以上の区域は、準防火地域に指

定する。ただし、容積率２００％の区域で市街

地の安全性の向上を図る区域は、防火地域に指

定することができる。 

 

⑦ 規模 

おおむね３ｈａ以上とし、形状は整形とす

る。ただし、第一種中高層住居専用地域と隣接

する区域又は路線式指定とする区域は、この限

りではない。 

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域の

選定はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

⑧ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の変更を行う場合は、良好な中高層

住宅地としてその環境の整備を図るため、原則

として敷地面積の最低限度、壁面の位置などに

関する事項を定めるとともに、地区の環境の向

上に配慮して壁面後退部分の緑化などに関す

る事項を定めることとする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 第一種中高層住居専用地域等を貫通する主要な

道路沿いで、特に後背地の良好な環境を保護する

区域 

４０ １００ 敷 

５０ １５０  

６０ ２００  

② 中高層住宅地として開発、整備する区域又は既

に中高層住宅地として整備されている区域で、住

民の日常生活の利便から中規模な店舗等の立地を

図る区域 

   

   

   

   

③ 鉄道駅周辺の区域であって、良好な中高層住宅

地化を図る区域で、住民の日常生活の利便から中

規模な店舗等の立地を図る区域 

５０ ２００ 敷・壁 

６０ ３００  

   

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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（５） 第一種住居地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

住居の環境を保護するため定める地域 

ア 商業地又は工業地に接する区域で、用途が

混在しているが、住環境を保護する区域 

イ 住居専用地域を貫通する幹線道路沿いの

区域で、住環境を保護する区域 

 

② 容積率 

２００％以下とし、高度利用を図る区域は３

００％とする。 

 

③ 建蔽率 

原則として６０％とする。ただし、新たな防

火規制区域は８０％、その他地域の特性に応じ

て５０％とすることができる。 

 

④ 建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとお

りとする。 

 

⑤ 敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は、必要な区域について

積極的に指定する。 

 

⑥ 高度地区 

ア 原則として、容積率２００％以下の区域は

第二種高度地区に指定し、容積率３００％の

区域は第三種高度地区に指定する。ただし、

容積率１５０％以下の区域は第一種高度地

区に指定することができる。 

イ 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域等

は、住環境に配慮しつつ、絶対高さ制限を定

める高度地区に指定することができる。 

 

  

⑦ 防火地域及び準防火地域 

建蔽率５０％以上の区域は、準防火地域に指

定する。ただし、容積率２００％以上の区域で

市街地の安全性の向上を図る区域は、防火地域

に指定することができる。 

 

⑧ 規模 

おおむね３ｈａ以上とし、形状は整形とす

る。ただし、道路沿いに路線式指定とする区域

は、この限りではない。 

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域の

選定はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

⑨ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の変更を行う場合は、目標とする市

街地像を実現するため、原則として用途、敷地

面積の最低限度、壁面の位置などに関する事項

や、地区の環境の向上に配慮して壁面後退部分

の緑化などに関する事項を定めることとする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 用途が混在しているが、住環境を保護する区域 ５０ １００ 用・敷 

６０ １５０  

８０ ２００  

② おおむね１２ｍ以上の幅員の道路沿いの区域又

は鉄道駅周辺の高度利用を図る区域 

５０ ２００  

６０ ３００  

８０   

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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（６） 第二種住居地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

主として住居の環境を保護するため定める

地域 

ア 大規模な店舗、事務所等が混在している

住宅地で、住環境を保護する区域 

イ 第一種住居地域を貫通する幹線道路沿い

の区域で、住環境を保護する区域 

 

② 容積率 

２００％以下とし、高度利用を図る区域は

３００％とする。 

 

③ 建蔽率 

原則として６０％とする。ただし、新たな

防火規制区域は８０％、その他地域の特性に

応じて５０％とすることができる。 

 

④ 建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のと

おりとする。 

 

⑤ 敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は、必要な区域につい

て積極的に指定する。 

 

⑥ 高度地区 

ア 原則として、容積率２００％以下の区域

は第二種高度地区に指定し、容積率３０

０％の区域は第三種高度地区に指定する。

ただし、容積率１５０％以下の区域は第一

種高度地区に指定することができる。 

イ 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域

等は、住環境に配慮しつつ、絶対高さ制限

を定める高度地区に指定することができ

る。 

 

  

⑦ 防火地域及び準防火地域 

 建蔽率５０％以上の区域は、準防火地域に指

定する。ただし、容積率２００％以上の区域で

市街地の安全性の向上を図る区域は、防火地域

に指定することができる。 

 

⑧ 規模 

 おおむね３ｈａ以上とし、形状は整形とする。

ただし、道路沿いに路線式指定とする区域は、

この限りではない。 

 また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域の

選定はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

⑨ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

 用途地域の変更を行う場合は、目標とする市

街地像を実現するため、原則として用途、敷地

面積の最低限度、壁面の位置などに関する事項

や、地区の環境の向上に配慮して壁面後退部分

の緑化などに関する事項を定めることとする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 大規模な店舗、事務所等が混在している住宅地

で、住環境を保護する区域 

５０ １００ 用・敷 

６０ １５０  

８０ ２００  

② おおむね１２ｍ以上の幅員の道路沿いの区域又

は鉄道駅周辺の高度利用を図る区域 

５０ ２００  

６０ ３００  

８０   

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 

  



 

  17 

 

（７） 準住居地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

道路の沿道としての地域の特性にふさわし

い業務の利便の増進を図りつつ、これと調和

した住居の環境を保護するため定める地域 

ア 住宅地を貫通する幹線道路等の沿道のう

ち、自動車関連施設等が立地している区域

又は計画的に立地を図る区域で、住環境を

保護する区域 

 

② 容積率 

２００％以下とし、高度利用を図る区域は

３００％とする。 

 

③ 建蔽率 

原則として６０％とする。ただし、新たな

防火規制区域は８０％、その他地域の特性に

応じて５０％とすることができる。 

 

④ 建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のと

おりとする。 

 

⑤ 敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は、必要な区域につい

て積極的に指定する。 

 

⑥ 高度地区 

ア 原則として、容積率２００％以下の区域

は第二種高度地区に指定し、容積率３０

０％の区域は第三種高度地区に指定する。 

イ 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域

等は、住環境に配慮しつつ、絶対高さ制限

を定める高度地区に指定することができ

る。 

 

  

⑦ 防火地域及び準防火地域 

建蔽率５０％以上の区域は、準防火地域に指

定する。ただし、容積率２００％以上の区域で

市街地の安全性の向上を図る区域は、防火地域

に指定することができる。 

 

⑧ 規模 

おおむね１ｈａ以上とする。 

 

⑨ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の変更を行う場合は、目標とする市

街地像を実現するため、原則として用途、敷地

面積の最低限度、壁面の位置などに関する事項

や、地区の環境の向上に配慮して壁面後退部分

の緑化などに関する事項を定めることとする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 道路沿いに自動車関連施設等が立地している区

域 

５０ １００ 用・敷 

６０ １５０  

８０ ２００  

② 住宅地を貫通するおおむね１２ｍ以上の幅員の

道路沿いの区域において自動車関連施設等が立地

している区域又は計画的な立地を図る区域であっ

て、住居の環境の保護を図る必要がある区域 

５０ ２００ 用・敷 

６０ ３００  

８０   

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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（８） 田園住居地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

農業の利便の増進を図りつつ、これと調和

した低層住宅に係る良好な住居の環境を保護

するため定める地域 

ア 低層住宅と農地が混在し、両者の調和に

より良好な居住環境と営農環境の形成を図

る区域 

イ 土地区画整理事業等により、道路などの

公共施設が整備されている区域等で、居住

環境と営農環境の形成を図る区域 

 

② 建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のと

おりとする。 

 

③ 外壁の後退距離 

外壁の後退距離は、必要な区域について１．

５ｍ又は１ｍに指定する。ただし、地区計画

により異なる数値を定めることができる。 

 

④ 敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は、必要な区域につい

て積極的に指定する。 

 

⑤ 高度地区 

原則として、第一種高度地区に指定する。

ただし、容積率１５０％以上の区域について

は第二種高度地区に指定することができる。 

 

  

⑥ 防火地域及び準防火地域 

建蔽率５０％以上の区域は、準防火地域に指

定する。ただし、公共施設の整備された区域や

農地が混在し延焼のおそれの低い区域について

は、この限りでない。 

また、延焼の防止を図る必要のある区域につ

いては、建蔽率４０％の区域についても指定す

ることができる。 

 

⑦ 建築物の高さの最高限度 

建築物の高さの最高限度は、１０ｍ又は１２

ｍに指定する。 

 

⑧ 規模 

おおむね１ｈａ以上とし、形状は整形とする。

ただし、低層住居専用地域と隣接し、指定する

区域の農地が良好な住環境の形成に寄与する場

合は、この限りでない。 

 

⑨ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の変更を行う場合は、良好な住環境

と営農環境を維持するため、必要に応じて敷地

面積の最低限度、壁面の位置などに関する事項

を定めることとする。 

特に低層住宅地の環境に配慮が必要な場合

は、必要に応じて環境形成型地区計画を定める

こととする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 

建築物の高さの最高限度 

ｍ 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 環境良好な一般的な低層住宅地と農

地が混在し、両者が調和して良好な居住

環境と営農環境を形成している区域 

４０ ８０ １０  

５０ １００  敷 

    

② 農地等が多く、道路等の都市基盤が未

整備な区域 

３０ ６０ １０  

４０    

③ 地区計画、耕地整理事業等により道路

等がある程度整備されている区域又は

用途地域や地区計画等において、敷地規

模や壁面の位置など、居住環境と営農環

境の向上に寄与する事項が定められた

区域 

５０ １００ １０ 敷・壁 

６０ １５０ １０ 環 

  １２  

    

④ 土地区画整理事業の完了した区域若

しくは仮換地指定(仮換地未指定の区域

を含めて誘導容積型地区計画をかける

場合は、当該区域を含む。)が行われた

区域又は道路等の公共施設が整備され

た区域 

５０ １００ １０ 敷 

６０ １５０ １０ 敷・壁 

 ２００ １２ 環 

   

    

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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（９） 近隣商業地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給

を行うことを主たる内容とする商業その他の

業務の利便を増進するため定める地域 

ア 日常購買品を扱う店舗を主体とした区  

 域 

イ 鉄道駅周辺の区域 

ア又はイについて指定する場合の基準

は、店舗又は事務所等の数がおおむね３０

以上集中している区域で、区域内の店舗若

しくは事務所等の建築物の棟数又は床面積

の合計が、おおむね全体の７０％を超える

区域とする。 

ウ 幹線道路沿いで、沿道にふさわしい業務

施設等が立地している区域又は計画的に立

地を図る区域 

 

② 容積率 

ア 原則として３００％とする。 

イ 鉄道駅周辺又は幹線道路沿いの区域で、高

度利用を図る区域は４００％を指定するこ

とができる。 

ウ 第一種低層住居専用地域又は第二種低層

住居専用地域に囲まれた区域は、原則として

２００％以下とする。 

 

③ 建蔽率 

原則として８０％とする。ただし、その他

地域の特性に応じては６０％とすることがで

きる。 

 

④ 建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のと

おりとする。 

 

⑤ 敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は、必要な区域につい

て積極的に指定する。 

 

  

⑥ 高度地区 

ア 原則として、容積率２００％以下の区域は

第二種高度地区に指定し、容積率３００％の

区域は第三種高度地区に指定する。ただし、

容積率１５０％以下の区域は第一種高度地区

に指定することができる。 

容積率４００％以上の区域については、路

線式指定の区域を除き、原則として斜線制限

型高度地区に指定しないものとする。 

イ 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域等

は、住環境に配慮しつつ、絶対高さ制限を定

める高度地区に指定することができる。 

 

⑦ 防火地域及び準防火地域 

容積率４００％以上の区域は、防火地域に指

定する。その他の区域は、準防火地域に指定す

る。ただし、容積率３００％以下の区域で市街

地の安全性の向上を図る区域は、防火地域に指

定することができる。 

 

⑧ 規模 

おおむね０．５ｈａ以上とする。ただし、商

業地域に隣接する区域又は道路沿いに路線式指

定とする区域は、この限りでない。 

 

⑨ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の変更を行う場合は、目標とする市

街地像を実現するため、原則として用途、敷地

面積の最低限度、壁面の位置などに関する事項

や、地区の環境の向上に配慮して壁面後退部分

の緑化などに関する事項を定めることとする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 
集団、路線式の別 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 第一種低層住居専用地域又は第二

種低層住居専用地域に接する区域 

６０ １００ 路線式 用・敷 

８０ １５０   

 ２００   

 ３００   

② 上記①の区域以外の用途地域に接

する区域 

６０ ３００ 路線式 用・敷 

８０    

③ 年間の乗車人員がおおむね２００

万人以下の駅周辺の区域で、周辺環

境を保護する区域又は商業地域の周

辺にあって、主として日常購買品等

を扱う店舗、事務所等の多く立地し

ている区域若しくはそれらの立地を

図る区域で、都市施設が未整備な区

域 

６０ ２００ 集団 用・敷 

８０ ３００   

    

    

    

    

④ 年間の乗車人員がおおむね２００

万人以下の駅周辺の区域で、周辺環

境を保護する区域又は商業地域の周

辺にあって、主として日常購買品等

を扱う店舗、事務所等の多く立地し

ている区域若しくはそれらの立地を

図る区域で、都市施設が整備済みの

区域又は整備することが確実な区域 

６０ ４００ 集団 用・敷・壁 

８０    

   

    

    

    

    

⑤ おおむね１６ｍ以上の幹線道路沿

いの区域で、高度利用を図る区域 

６０ ４００ 路線式 用・敷・壁 

８０    

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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（１０） 商業地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

①  指定すべき区域 

主として商業その他の業務の利便を増進す

るため定める地域 

ア 乗降人員の多い鉄道駅周辺の区域 

イ 幹線道路沿いで、商業・業務施設等が立地

している区域又は立地を図る区域 

ウ 近隣商業地域では許容されない商業施設

が多く立地している区域 

 

②  容積率 

ア 国立駅周辺は５００％又は６００％、そ

の他の鉄道駅周辺は２００％から５００％

とする。 

イ 幹線道路沿いは、４００％又は５００％

とする。 

ウ その他の商業地域は２００％から４０

０％とする。 

エ 幹線道路沿いで住宅地に接する場合は、

後背地との容積率の差が過大とならないよ

う配慮する（容積率の差がおおむね３０

０％以内とする。）。 

 

③ 高度地区 

ア 容積率２００％の区域は第二種高度地区

に、容積率３００％の区域は第三種高度地

区に指定することができる。 

容積率４００％以上の区域については、

原則として斜線制限型高度地区に指定しな

いものとする。 

イ 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域

等は、住環境に配慮しつつ、絶対高さ制限

を定める高度地区に指定することができ

る。 

 

  

④ 防火地域及び準防火地域 

 容積率４００％以上の区域は防火地域に指定

する。その他の区域は、準防火地域に指定する。

ただし、容積率３００％以下の区域で市街地の

安全性の向上を図る区域は、防火地域に指定す

ることができる。 

 

⑤ 規模 

 おおむね０．５ｈａ以上とする。ただし、近

隣商業地域と接する区域及び路線式指定とする

区域は、この限りでない。 

 

⑥ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

 用途地域の変更を行う場合は、目標とする市

街地像を実現するため、原則として用途、敷地

面積の最低限度、建築物の高さ、壁面の位置な

どに関する事項や、地区の環境の向上に配慮し

て壁面後退部分の緑化などに関する事項を定め

ることとする。 
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指定標準 

適用区域 
容積率 

％ 
都市施設の整備 集団、路線式の別 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 近隣商業地域では許容されない商

業施設が多く立地している区域で高

度利用を図ることが不適当な区域又

は道路幅が狭く高度利用を図ること

ができない区域若しくは高度利用を

図る必要がない区域 

２００ 未完 集団又は 用・敷 

３００ 完成 路線式  

    

    

② 近隣商業地域では許容されない商

業施設が多く立地している区域で、

高度利用を図る区域 

４００  集団又は  

 ―― 路線式  

    

③ 幅員２０ｍ以上の幹線道路沿いの

区域 

４００  路線式  

５００    

④ 年間の乗車人員がおおむね２００

万人から１０００万人程度の駅周辺

の区域 

駅周辺の商業・業務施設等の立地

を図る区域 

２００ 未完 集団  

３００    

４００    

５００ 完成   

⑤ 年間の乗車人員が１０００万人を

超える駅周辺の区域 

５００ 未完 集団  

６００ 完成   

    

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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（１１） 準工業地域 

指定、配置及び規模等の基準 

 

① 指定すべき区域 

主として、環境の悪化をもたらすおそれの

ない工業の利便を増進するために定める地域 

ア 工場と住宅が混在しており、住工の調和

を図りながら都市型工業や産業などの育成

を図るべき区域又は住環境の保護を図りつ

つ工業の立地を図る区域 

イ 流通関連施設などの立地を誘導する区域 

ウ 水道、下水道、ごみ焼却場等の供給処理

施設の立地する区域又は車両操車場等の区

域 

エ 店舗、事務所、流通関連施設等の業務系

施設又は自動車修理工場等沿道サービス施

設等の立地する区域 

 

② 容積率 

ア 原則として２００％とする。ただし、都

市施設の整備状況又は土地利用状況に応じ

高度利用を図る区域は、３００％とするこ

とができる。 

イ 特に高度利用を必要としない区域は、１

５０％以下とする。 

 

③ 建蔽率 

原則として６０％とする。ただし、その他

地域の特性に応じて５０％とすることができ

る。 

 

④ 建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のと

おりとする。 

 

  

⑤ 敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は、必要な区域について

積極的に指定する。 

 

⑥ 高度地区 

ア 原則として、容積率２００％以下の区域は

第二種高度地区に、容積率３００％の区域は

第三種高度地区に指定する。ただし、容積率

１５０％以下の区域は第一種高度地区に指定

することができる。 

イ 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域等

は、住環境に配慮しつつ、絶対高さ制限を定

める高度地区に指定することができる。 

 

⑦ 防火地域及び準防火地域 

 準防火地域に指定する。また、容積率３００％

以下の区域で、市街地の安全性の向上を図る区

域は、防火地域に指定することができる。 

 

⑧ 規模 

おおむね５ｈａ以上とし、形状は整形とする。

ただし、供給処理施設等が立地している区域又

は道路沿いに路線式指定する区域は、この限り

でない。 

 

⑨ 用途地域又は地区計画等で定める事項 

 用途地域の変更を行う場合は、工場と住宅と

の調和する市街地像を実現するため、原則とし

て用途、敷地面積の最低限度、壁面の位置など

に関する事項や、地区の環境の向上に配慮して

壁面後退部分の緑化などに関する事項を定める

こととする。 
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指定標準 

適用区域 
建蔽率 

％ 

容積率 

％ 

用途地域の変更に当たり導入を 

検討すべき事項（注） 

① 住宅と調和した複合市街地を目指す区域又は供

給処理施設若しくは車両操車場等の立地する区

域 

５０ １００ 用・敷 

６０ １５０  

 ２００  

② 上記①の区域で、高度利用を図る区域 ５０ ３００ 

６０   

③ 工業系の施設があり、店舗、事務所、流通関連

施設等又は沿道サービス施設等が立地している

区域で、高度利用を図る区域 

５０ ３００ 

６０   

８０   

④ 鉄道沿線、幹線道路沿道等で、騒音等が著しい

区域又は著しくなると予想される区域で、特に後

背地の良好な住環境を保護することが必要な区域 

５０ ２００ 

６０ ３００  

   

 

（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて原則として用途地域又は地区計画等で導

入を検討すべき事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 容：容積率の最高限度 

用：建築物等の用途制限 高：高さの最高限度 環：環境形成型地区計画 
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２．その他の地域地区に関する指定基準 

  用途地域以外の地域地区については、次の基準により指定を行うものとする。 

 

（１）特別用途地区 

用途地域との関係を十分に考慮した上で、当該地区の特性にふさわしい土地利

用の増進、環境の保護等、実現を図るべき特別の目的を明確に設定して、適切な

位置及び規模で定めることとする。 

① 特別工業地区 

ア 特定の工業の利便の増進を図る地区又はその利便の増進を図りつつ、これ

と調和した住居等の環境の保護を図ることが必要な地区に指定する。 

イ 準工業地域のうち、水質汚濁、大気汚染等の公害を防止する必要がある区

域、または準工業地域のうち、住宅地に近接する区域、若しくは家内工業若

しくは中小企業の工場と住宅が混在しており、騒音、振動等の近隣公害の防

止を図る区域などについて指定する。 

 なお、準工業地域で、住居系用途に変化しつつある区域については、第一種

住居地域又は第二種住居地域等に変更し、現存する工業系施設の保護、育成

を図るため、合わせて工業系用途を緩和する特別工業地区を指定することが

できる。 

ウ 住居系用途地域においても、住環境を保護しつつ地場産業等の育成を図る

べき区域に、工業系用途を緩和する特別工業地区を指定することができる。 

② 文教地区 

ア 住居系用途地域等において、学校、図書館等の教育文化施設の立地してい

る区域又は良好な文教的環境の保護を図る住宅地等に指定する。 

イ 原則として、住居系用途地域については第一種文教地区に、その他の用途

地域については第二種文教地区に指定する。 

（２）高度地区 

① 原則として、低層住居専用地域は第一種高度地区に指定する。 

② 原則として、容積率２００％の区域は第二種高度地区とする。 

③ 原則として、容積率３００％の区域は第三種高度地区とする。 

  ④ 街並み景観を誘導する区域等については、住環境に配慮しつつ絶対高さ制限

を定めた高度地区を指定することができる。 

  ⑤ 幹線道路の沿道の区域については、周辺の住環境の保護や都市景観の形成な

ど地区特性に配慮しつつ、斜線制限型高度地区を指定しないことができる。 

  ⑥ 避難地、避難路及び延焼遮断帯の形成を図るため、都市防災不燃化促進事業

を実施する区域については、最低限度高度地区に指定する。 

（３）防火地域及び準防火地域 

  ① 原則として、建蔽率５０％以上の区域は準防火地域に指定する。また、延焼

の防止を図ることが必要な区域については、建蔽率４０％以上の区域について

も準防火地域に指定することができる。 

  ② 容積率４００％以上の区域は防火地域に指定する。また、容積率２００％以

上の区域で市街地の安全性の向上を図る区域については、防火地域に指定する

ことができる。 

（４）生産緑地地区 

「国立市生産緑地地区指定基準」に基づき指定する。 
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（５）緑化地域 

  ① 市街地全域で緑の量の底上げを図っていく観点から、適宜適切に市街化区域

の一部又は全域を対象に緑化地域を指定することができる。 

  ② 緑化率の規制の対象となる敷地面積の規模については、条例でその下限を

1,000 ㎡未満 300 ㎡以上の範囲に定めることが可能であることから、適宜適切

に設定するものとする。 

  ③ 緑化率については、用途地域、敷地の規模や建蔽率等を踏まえ、緑化率の設

定の基準等を定めるものとする。 

 なお、商業地域等敷地内に空地が少ない地域においても、屋上緑化や壁面緑

化などの活用を考慮した緑化率の設定も考えられる。 

  ④ 緑化施設の管理の方法の基準を別に定めるものとする。 

（６）その他の地域地区 

その他の地域地区の指定又は変更については、それぞれの法令等及び指定基準

等に基づき指定する。 
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Ⅲ 運用について 

１．法律等の改正が行われた場合などにおいては、社会経済情勢の変化を踏まえ、

政策誘導の視点からこの「指定方針及び指定基準」の内容を再検討し、必要に応

じて変更する。 

 

２．土地利用に関するその他の都市計画の決定等にあたっても、この「指定方針及

び指定基準」を踏まえて行うものとする。 

 

３．この「指定方針及び指定基準」は、令和３年２月 15 日から施行する。  


